
令和8年度

塙町上水道事業

上 水 道
事 業 会 計塙町 予算書



議案第19号

（総　則）

（業務の予定量）

第2条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（1）給水人口 6,050 人

（2）給水戸数 2,500 戸

（3）年間総給水量 570,000 ｍ3

（4）1日平均給水量 1,560 ｍ3

（5）主要な建設改良事業

　　　イ  町道北野松岡線配水管布設工事 18,668 千円

　　　ロ  残留塩素計更新工事 6,776 千円

（収益的収入及び支出）

第3条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第1款 232,389 千円

　　第1項 103,604 千円

　　第2項 128,784 千円

　　第3項 1 千円

　第1款 230,408 千円

　　第1項 222,699 千円

　　第2項 7,158 千円

　　第3項 51 千円

　　第4項 500 千円

（資本的収入及び支出）

　第1款 7,470 千円

　　第2項 5,470 千円

　　第3項 2,000 千円

　第1款 71,907 千円

　　第1項 27,444 千円

　　第2項 44,463 千円

資本的支出

建設改良費

企業債償還金

国庫補助金

他会計負担金

令和8年度 塙町上水道事業会計予算

収　　　　　入

支　　　　　出

特別損失

予備費

収　　　　　入

支　　　　　出

ものとする）。

営業外費用

第1条　令和8年度塙町上水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

水道事業収益

営業収益

営業外収益

特別利益

水道事業費用

営業費用

第4条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額64,437千円は､当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額1,814千円､過年度分損益勘定留保資金62,623千円で補填する

資本的収入
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（一時借入金）

第5条　一時借入金の限度額は、22,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第6条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。　

　（1）営業費用と営業外費用の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第7条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

　　　それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（1）職員給与費 18,721 千円

（他会計からの補助金）

第8条　高料金対策のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、86,000千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第9条　たな卸資産の購入限度額は、4,077千円と定める。

提　出

　　　　　塙町長

令和8年3月9日

宮 田 秀 利
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(税込)

款 項 目 予定額(千円) 備考

1 水道事業収益 232,389

1 営業収益 103,604

1 給水収益 98,490

3 その他営業収益 5,114

2 営業外収益 128,784

1 受取利息及び配当金 21

2 分担金 515

3 他会計補助金 86,000

4 消費税及び地方消費税還付金 0

5 長期前受金戻入 41,172

7 雑収益 1,076

3 特別利益 1

2 過年度損益修正益 1

款 項 目 予定額(千円) 備考

1 水道事業費用 230,408

1 営業費用 222,699

1 原水及び浄水費 44,424

2 配水及び給水費 23,164

4 総係費 32,197

5 減価償却費 122,485

6 資産減耗費 429

2 営業外費用 7,158

1 支払利息 7,004

2 消費税及び地方消費税 154

3 特別損失 51

4 過年度損益修正損 50

5 その他特別損失 1

4 予備費 500

1 予備費 500

収　　入

支　　出

令和8年度　塙町上水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
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(税込)

款 項 目 予定額(千円) 備考

1 資本的収入 7,470

2 国庫補助金 5,470

1 国庫補助金 5,470

3 他会計負担金 2,000

1 他会計負担金 2,000

款 項 目 予定額(千円) 備考

1 資本的支出 71,907

1 建設改良費 27,444

1 施設工事費 27,444

2 企業債償還金 44,463

1 企業債償還金 44,463

収　　入

支　　出

資本的収入及び支出
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 収　入

本年度 前年度 比較

(千円) (千円) (千円)

1 水道事業収益 232,389 255,912 △ 23,523

　1 営業収益 103,604 101,924 1,680

1 給水収益 98,490 97,119 1,371

3 その他営業収益 5,114 4,805 309

　2 営業外収益 128,784 153,987 △ 25,203

1 受取利息及び配当金 21 21 0

2 分担金 515 515 0

3 他会計補助金 86,000 100,000 △ 14,000

4 消費税及び地方消費税還付金 0 9,793 △ 9,793

5 長期前受金戻入 41,172 41,918 △ 746

7 雑収益 1,076 1,740 △ 664

　3 特別利益 1 1 0

2 過年度損益修正益 1 1 0

目

令和8年度　塙町上水道事業会計予算実施計画説明書

収益的収入及び支出

款　　　項
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区分 金額(千円)

 水道料金 98,490  水道使用料 94,520

 量水器使用料 3,970

 手数料 180  工事検査等・工事指定店登録手数料 180

 雑収益 4,934  下水道使用料等算定・収納受託料等 4,934

 預金利息 21  普通・定期預金利息 21

 分担金 515  給水装置新設分担金 515

 他会計補助金 86,000  一般会計補助金 86,000

 消費税及び地方消費税還付金 0

 長期前受金戻入 41,172  長期前受金戻入 41,172

 雑収益 1,076  管路台帳システム使用負担金等 1,076

 過年度損益修正益 1 過年度水道料金 1

説明
節

(税込)
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 支　出

本年度 前年度 比較

(千円) (千円) (千円)

1 水道事業費用 230,408 279,607 △ 49,199

　1 営業費用 222,699 271,329 △ 48,630

1 原水及び浄水費 44,424 40,636 3,788

2 配水及び給水費 23,164 67,144 △ 43,980

4 総係費 32,197 39,075 △ 6,878

款　　　項 目
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区分 金額(千円)

 備消品費 273  水質計器用消耗品等 273

 委託料 21,091  水道施設巡回管理業務 203

 自家用電気工作物保安業務 622

 施設計装設備保守点検業務 2,897

 飲料水水質検査業務 9,240

 ＰＨ調整塔内清掃業務 616

 除草作業業務 990

 細菌臨床検査業務 11

 塙第1浄水場膜ﾓｼﾞｭｰﾙ交換洗浄業務 6,072

 塙第1浄水場膜ろ過設備保守点検業務 440

 賃借料 158  水源地等土地借地料 158

 修繕費 1,100  水源施設等修繕 1,100

 工事請負費 825  取水施設工事費 825

 動力費 17,400  水源地等電気料 17,400

 薬品費 3,577  滅菌用薬品等 3,577

 備消品費 110  配水・給水施設用消耗品 110

 通信運搬費 2,052  ﾌﾚｯﾂ光回線使用料等 2,052

 委託料 13,574  ﾒｰﾀ交換業務 4,950

 配水池清掃業務 935

 有収率向上対策業務 6,050

 毎日検査業務 1,342

 減圧弁点検業務 297

 賃借料 348  配水施設土地借地料 348

 修繕費 1,650  配水施設等修繕 1,650

 工事請負費 3,080  施設維持工事費 550

 空気弁ボックス修繕工事 880

 アーチ式水管橋補修工事 1,650

 動力費 1,920  配水施設電気料 1,920

 材料費 430  施設修繕用材料 430

 報　酬 2,416  上下水道委員会委員報酬 150

 会計年度任用職員報酬 2,266

 給　料 8,107  職員2名分 8,107

 手　当 3,826  扶養手当 156

 住居手当 189

 管理職特別勤務手当 80

 時間外手当 384

 期末手当 1,559

 勤勉手当 1,293

 児童手当 165

 賞与引当金繰入額 1,448  賞与引当金繰入額 1,448

(税込)

節
説明
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本年度 前年度 比較

(千円) (千円) (千円)

5 減価償却費 122,485 124,166 △ 1,681

6 資産減耗費 429 308 121

　2 営業外費用 7,158 7,727 △ 569

1 支払利息 7,004 7,727 △ 723

2 消費税及び地方消費税 154 0 154

　3 特別損失 51 51 0

4 過年度損益修正損 50 50 0

5 その他特別損失 1 1 0

　4 予備費 500 500 0

1 予備費 500 500 0

款　　　項 目
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区分 金額(千円)

 法定福利費 2,643  職員共済組合負担金 2,643

 法定福利費引当金繰入額 281  法定福利費引当金繰入額 281

 旅費 310  普通旅費 310

 備消品費 190  事務用消耗品等 190

 燃料費 490  公用車等燃料代等 490

 印刷製本費 904  料金関係用紙印刷製本費等 904

 通信運搬費 568  郵便料金 568

 委託料 5,337  量水器検針業務 2,286

 水道料金ｼｽﾃﾑ保守業務等 301

 水道管路ｼｽﾃﾑ補正保守業務等 2,750

 手数料 821  ｺﾝﾋﾞﾆ収納基本・事務手数料 341

 口座振替手数料等 450

 公用車に係る手数料 30

 賃借料 2,953  公営企業会計ｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ使用料 1,531

 水道料金ｼｽﾃﾑ使用料 687

 ｺﾝﾋﾞﾆ収納ｼｽﾃﾑ使用料 330

 電子複写機使用料 150

 積算システム使用料（水道分） 255

 修繕費 200  公用車点検・車検整備費 200

 研修費 330  職員研修 330

 食糧費 9  委員会お茶代 9

 負担金 1,119  退職手当組合負担金 1,111

 福島県水道協会負担金 3

 久慈川水系水道事業連絡協議会負担金 5

 保険料 182  自動車自賠責保険料・共済保険料 51

 建物火災保険料 131

 公課費 9  公用車車検時重量税 9

 貸倒引当金繰入額 50  貸倒引当金繰入額 50

 厚生費 4  職員共助会負担金 4

 有形固定資産減価償却費 122,485  建物 5,059

 構築物 97,073

 機械及び装置 19,577

 車両運搬具 253

 工具、器具及び備品 523

 固定資産除却費 429  固定資産除却費 429

 企業債利息 7,004  企業債支払利息 7,004

 消費税及び地方消費税 154  消費税及び地方消費税 154

 過年度損益修正損 50  過年度損益修正損 50

 その他特別損失 1  その他特別損失 1

 予備費 500 500

(税込)

説明
節
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 収　入

本年度 前年度 比較

(千円) (千円) (千円)

1 資本的収入 7,470 32,892 △ 25,422

　2 国庫補助金 5,470 32,892 △ 27,422

1 国庫補助金 5,470 32,892 △ 27,422

　3 他会計負担金 2,000 0 2,000

1 他会計負担金 2,000 0 2,000

 支　出

本年度 前年度 比較

(千円) (千円) (千円)

1 資本的支出 71,907 159,619 △ 87,712

　1 建設改良費 27,444 111,155 △ 83,711

1 施設工事費 27,444 111,155 △ 83,711

　2 企業債償還金 44,463 48,464 △ 4,001

1 企業債償還金 44,463 48,464 △ 4,001

資本的収入及び支出

款　　　項 目

款　　　項 目
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区分 金額(千円)

 国庫補助金 5,470  防災安全交付金 5,470

 他会計負担金 2,000  消火栓設置工事負担金 2,000

区分 金額(千円)

 工事請負費 27,444  町道北野松岡線配水管布設工事 18,668

 消火栓設置工事 2,000

 残留塩素計更新工事 6,776

 建設改良の為の企業債元金償還金 44,463  企業債償還元金 44,463

(税込)

節
説明

節
説明
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(単位:千円)

1

当年度純利益(△は純損失) 304

減価償却費 122,485

固定資産除却費 429

賞与引当金の増減額(△は減少) 24

法定福利費引当金の増減額(△は減少) 15

長期前受金戻入額 △ 41,172

受取利息 △ 21

支払利息 7,004

未収金の増減額(△は増加) 6,261

未払金の増減額（△は減少） 1,151

小計 96,480

利息の受取額 21

利息の支払額 △ 7,004

89,497

2

有形固定資産の取得による支出 △ 24,949

国庫補助金収入 4,973

他会計負担金収入 1,818

△ 18,158

3

△ 44,463

△ 44,463

4 資金増加額（△は減少） 26,876

5 資金期首残高 272,549

6 資金期末残高 299,425

財務活動によるキャッシュ・フロー

令和8年度　塙町上水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

(令和8年4月1日から令和9年3月31日まで)

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出
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1 総括

(1)会計年度任用職員以外の職員

12,100

(千円) (千円)

△ 15

児童
手当

18,136

(千円)

比 較 △ 2 0

報酬 給料 手当 計

前 年 度 12 2 180

△ 30 404 176 550

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円)

7,703 4,217

4,393

14,411

180 4,217

比較 18 0 0 0 △ 56 0 125 104 △ 15 176

前年度 138 189 0 80 440 0 1,747 1,443

156 189 0 80 384 0 1,872 1,547 165

123 673

手
当
の
内
訳

区分

扶養
手当

住居
手当

通勤
手当

管理職
特別勤
務手当

時間外
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

児童
手当

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度

本 年 度 10 2 150 8,107 4,393 12,650 2,434 15,084

区分

職員数 給与費 法　定
福利費

合計
特別職 一般職

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区分

△ 22

5,296

5,274

計

1,950 165

1,936 180

14

440

勤勉
手当

0 17

特別職 一般職

職員数

区分

(人) (人) (千円) (千円) (千円)

2,291前 年 度

2(1)

2(1)

0(0)比 較 △ 2

10

12

住居
手当

報酬 給料

法　定
福利費

2,924 18,7212,416 8,107 5,274

(千円) (千円) (千円)

2,846

扶養
手当

本年度

前年度

18 0 0 0

給　与　費　明　細　書

合計

58578

給与費

計

15,797

15,290

手当

7,703 5,296

507125 404 △ 22

本 年 度

384

2,311

手
当
の
内
訳

(千円) (千円) (千円)

期末
手当

管理職
手当

時間外
手当

0 2,350

0 2,333

△ 56比較

156 189 0

管理職
特別勤
務手当

80

138 189 0 80

通勤
手当
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(2)会計年度任用職員

2 給料及び手当の増減額の明細

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

職員数 給与費 法　定
福利費

合計

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 1 2,266 0 881 3,147 490 3,637

区分

前 年 度 0 1 2,111 0 1,079 3,190 535 3,725

比 較 0 0 155 0 △ 198 △ 43 △ 45 △ 88

手
当
の
内
訳

区分

扶養
手当

住居
手当

通勤
手当

管理職
特別勤
務手当

時間外
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

児童
手当

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 0 0 0 0 0 0 478 403 0 881

備考
(千円) (千円)

比較 0 0 0 0 0 0 △ 108 △ 90

0 586 493 0 1,079

0 △ 198

前年度 0 0 0 0 0

区分
増減額 増減額事由別内訳

説明

その他の増減分 △ 55 職員の変動等に伴うもの

その他の増減分 0 職員の変動等に伴うもの

手当 △ 22

制度改正に伴う増減分 33
期末手当及び勤勉手当の支給月数
の改定等に伴うもの

給料 404

給与改定に伴う増減分 257 給与表の改定に伴うもの

昇給に伴う増減分 147 昇給に伴うもの
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3 給料及び手当の状況

(1)職員1人当たり給与

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

(2)初任給

(円) (円)

(3)級別職員数

(級別の基準となる職務)

100.0

構成比(％）

-

50.0

-

-

1　級

2　級

3　級

4　級

5　級

6　級

高校卒

行政職

336,250

区分

令和8年1月1日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

50.0

-

令和8年1月1日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

行政職 一般会計の制度

39歳4月

区分
行政職

-

2計

区分 1　級

行政職
主 事
技 師

349,850

204,000

40歳4月

236,700

220,400

令和7年1月1日現在

319,350

332,200

令和7年1月1日現在

-

-

50.0

236,700

220,400

204,000

職員数(人)級

区分

大学卒

短大卒

50.0

-

-

100.0

3　級

4　級

5　級

6　級

計

1

1

-

-

2

主任主事
主任技師

主 査
技 査

副 主 幹
係　　長
主任主査

主　　幹
課長補佐

参 事
課 長

2　級 3　級 4　級 5　級 6　級

1　級

2　級

-

-

-

-

1

1

-
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(4)昇給

(5)特殊勤務手当

(7)定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(8)その他の手当

4号給

(B/A)

比 率 (B/A) (％) 100.0

昇給に係る職員数 (Ｂ) (人) 2

号 給 数 別 内 訳 4号給 (人) 2

0.00支給対象職員の比率(％)(令和8年1月1日現在)

区分

(人)

(人)

(人)

(％)

行政職

2

前
年
度

職 員 数

号 給 数 別 内 訳

本
年
度

昇給に係る職員数 2

2

100.0

職 員 数 (Ａ) (人) 2

比 率

(Ａ)

(Ｂ)

区分

通 勤 手 当

0.00

全職種

区分

(6)期末手当・勤勉手当

無

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ( ％ )

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区分 一般会計の制度との異同 差異の内容

支 給 率 等

一 般 会 計
の 制 度
(支給率等)

24.586875

同上

33.27075

同上

47.709

同上

47.709

同上

調整額：退職前
60月分役職区分
に応じて加算

同上

同

区分

本 年 度

前 年 度

一般会計の制度

12月(月分)

2.325

2.300

2.325

支給期別支給率

3月(月分)

扶 養 手 当

住 居 手 当

職制上の段階、職務の
級等による加算措置6月(月分)

2.325

2.300

2.325

4.650

4.600

4.650

支給率計
(月分)

退 職 時
特別昇給

同

同

20年勤続
の者(月分)

25年勤続
の者(月分)

35年勤続
の者(月分)

最高限度
(月分)

その他の
加算措置等

備考

無

同上

備考

有

有

有
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1 固定資産 (単位:千円)

(1)有形固定資産

　イ 土地 49,496

　ロ 建物 165,611

　　 減価償却累計額 △ 82,025 83,586

　ハ 構築物 3,086,596

　　 減価償却累計額 △ 1,530,930 1,555,666

　ニ 機械及び装置 508,309

　　 減価償却累計額 △ 370,557 137,752

　ホ 車両運搬具 2,252

　　 減価償却累計額 △ 2,084 168

　ヘ 工具､器具及び備品 4,259

　　 減価償却累計額 △ 2,455 1,804

　ト 建設仮勘定 74,865

 有形固定資産合計 1,903,337

(2)無形固定資産

　イ 電話加入権 20

 無形固定資産合計 20

(3)投資その他の資産

　イ その他資産等 15

投資その他の資産合計 15

 固定資産合計 1,903,372

2 流動資産

(1)現金預金 299,425

(2)未収金 4,875

　 貸倒引当金 △ 50 4,825

(3)貯蔵品 601

   流動資産合計 304,851

 資産合計 2,208,223

令和8年度　塙町上水道事業会計予定貸借対照表

（令和9年3月31日）

資　産　の　部
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3 固定負債 (単位:千円)

(1)企業債

425,996

 企業債合計 425,996

固定負債合計 425,996

4 流動負債

(1)企業債

42,808

　企業債合計 42,808

(2)未払金 3,050

(3)引当金

　イ 賞与引当金 1,448

　ロ 法定福利費引当金 281

　引当金合計 1,729

(4)その他流動負債 5,818

　流動負債合計 53,405

5 繰延収益

(1)長期前受金 1,288,263

△ 684,734

繰延収益合計 603,529

 負債合計 1,082,930

6 資本金 834,773

7 剰余金

(1)資本剰余金

　イ　補助金 3,552

 資本剰余金合計 3,552

(2)利益剰余金

　イ 減債積立金 122,608

　ロ 建設改良積立金 162,000

　ハ 当年度未処分利益剰余金 2,360

 利益剰余金合計 286,968

 剰余金合計 290,520

 資本合計 1,125,293

 負債資本合計 2,208,223

負　債　の　部

資　本　の　部

　イ 建設改良等の財源に

　　充てるための企業債

　イ 建設改良等の財源に

　　充てるための企業債

(2)長期前受金収益化累計額
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1 固定資産 (単位:千円)

(1)有形固定資産

　イ 土地 49,496

　ロ 建物 166,040

　　 減価償却累計額 △ 76,966 89,074

　ハ 構築物 3,054,366

　　 減価償却累計額 △ 1,433,857 1,620,509

　ニ 機械及び装置 500,585

　　 減価償却累計額 △ 350,980 149,605

　ホ 車両運搬具 2,252

　　 減価償却累計額 △ 1,831 421

　ヘ 工具､器具及び備品 4,259

　　 減価償却累計額 △ 1,932 2,327

　ト 建設仮勘定 89,870

 有形固定資産合計 2,001,302

(2)無形固定資産

　イ 電話加入権 20

 無形固定資産合計 20

(3)投資その他の資産

　イ その他資産等 15

投資その他の資産合計 15

 固定資産合計 2,001,337

2 流動資産

(1)現金・預金 272,549

(2)未収金 11,136

　 貸倒引当金 △ 50 11,086

(3)貯蔵品 601

 流動資産合計 284,236

 資産合計 2,285,573

令和7年度　塙町上水道事業会計予定貸借対照表

（令和8年3月31日）

資　産　の　部
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3 固定負債 (単位:千円)

(1)企業債

468,804

 企業債合計 468,804

固定負債合計 468,804

4 流動負債

(1)企業債

44,463

　企業債合計 44,463

(2)未払金 1,899

(3)引当金

　イ 賞与引当金 1,424

　ロ 法定福利費引当金 266

　引当金合計 1,690

(4)その他流動負債 5,818

　流動負債合計 53,870

5 繰延収益

(1)長期前受金 1,281,472

△ 643,562

繰延収益合計 637,910

 負債合計 1,160,584

6 資本金 834,773

7 剰余金

(1)資本剰余金

　イ　補助金 3,552

資本剰余金合計 3,552

(2)利益剰余金

　イ 減債積立金 122,608

　ロ 建設改良積立金 162,000

　ハ 当年度未処分利益剰余金 2,056

 利益剰余金合計 286,664

 剰余金合計 290,216

 資本合計 1,124,989

 負債資本合計 2,285,573

資　本　の　部

負　債　の　部

　イ 建設改良等の財源に

　　充てるための企業債

　イ 建設改良等の財源に

　　充てるための企業債

(2)収益化累計額
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　 (1)

　 (3)

(1)

　 (2)

(4)

(5)

(6)

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(1)

(2)

(1)

(1)

(2)

令和7年度塙町上水道事業会計予定損益計算書

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

原 水 及 び 浄 水 費 44,037

配 水 及 び 給 水 費 20,347

２ 営 業 費 用

(単位:千円)

１ 営 業 収 益

給 水 収 益 89,381

そ の 他 営 業 収 益 4,705 94,086

総 係 費 37,244

減 価 償 却 費 124,166

資 産 減 耗 費 308 226,102

営 業 損 失 132,016

営 業 外 費 用

受 取 利 息 及 び 配 当 金 336

分 担 金 515

他 会 計 補 助 金 100,000

３ 営 業 外 収 益

135,954

長 期 前 受 金 戻 入 41,918

雑 収 益 1,740 144,509

支 払 利 息 7,727

8,555

４

雑 支 出 828

過 年 度 損 益 修 正 損 1,882

経 常 利 益 3,938

５ 特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益 1

６ 特 別 損 失

1

当年度未処分利益剰余金 2,056

△ 1,882

当 年 度 純 利 益 2,056

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

その他未処分利益剰余金変動額 0

そ の 他 特 別 損 失 1 1,883
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重要な会計方針に係る事項

資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

　　 方法により算定）

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法

定額法による

・主な耐用年数

建物 7 ～ 38 年

構築物 10 ～ 60 年

機械及び装置 8 ～ 58 年

車両運搬具 4 年

工具､器具及び備品 2 ～ 15 年

引当金の計上方法

退職給付引当金

・職員の退職手当は、「職員の退職手当にかかる取扱いに関する覚書」に基づき、福島県市町村

事務組合への毎事業年度支払う一定の負担金(普通負担金)のみを塙町上水道事業が負担し、

積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用負担については全て一般会計が負担すること

となっているため、退職給付引当金は計上していない。

賞与引当金及び法定福利費引当金

・職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため､当事

業年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

貸倒引当金

・債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

その他書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

セグメント情報に関する注記

報告セグメントが１つのため、記載を省略している。

その他の注記

引当金の取り崩し

・ 令和8年6月支給時において、職員の期末勤勉手当及びこれに係る法定福利費として、賞与引

当金1,424,000円、法定福利費引当金266,000円を取り崩す予定である。

3

（１）

① 賞与引当金及び法定福利費引当金目的使用による取り崩し

③

2

（１）

①

②

（４）

①

（３）

①

注　記　事　項

1

（１）

①

（２）
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